
別紙  二次審査（実態調査）の簡素化について 
 

対 象 業 者 

格付最下級の申請者等 
※格付や完成工事高を考慮して総合的判断し、経審の予約後に土木事務所が連絡します。 

    

事 務 手 順 

 
 

一次審査にて追加確認する項目 
１技術職員等の常勤性確認 
２契約内容確認（公共と民間工事の請負金額の大きいもの） 
３完成工事高総額確認（消費税の課税標準額等との整合） 
４建設機械保有状況の確認 
５建設業法違反確認（専任工事と他工事の重複や専技の専任工事配置等） 
６工事実績の業種確認 

 

持 参 書 類 
１許可関係書類（①許可通知書、②許可申請書、変更届(決算を含む）及び廃業届の控） 
２経営事項審査関係書類（①経審結果通知書（前年及び前々年度分）、②経審査申請書類 
の控（前年及び前々年度分）） 

○追３契約関係書類（①工事請負契約書、変更契約書、②注文書、変更注文書、請書控、③ 
工事施工証明書（直前決算期間の完成工事のうち公共、民間工事で請負金額が大きい 
ものからそれぞれ３件ずつ。）） 

○追４帳簿関係書類（①総勘定元帳、②現金・預金出納簿、③通帳、④領収書（契約書類を 
持参した工事に関し入金が確認できるもの：①から④の１種類でよい）） 

○追５決算関係書類（①直前決算期の消費税の確定申告書及び同添付書類（①は税務署の受 
付印のあるもの。電子申請した場合には申告受信通知メール（メール詳細）を提示す 
ること。②建設業法 11 条に係る決算届の控） 

○追６職員の常勤性確認書類（①社会保険被保険者報酬月額決定通知書（随時申請分も含む）、 
②出勤簿又はタイムカード、③給与台帳、④所得税源泉徴収簿：技術職員及び２級経 
理等の職員全員のもの。①が確認される者については②から④は持参不要） 

○追７建設機械関係書類（建設機械販売証明書、契約書：原本を持参すること。） 

申請者 土木事務所

①予約（はがき）　　 → ②予約の確認
↓

④自社が簡素化対象であることを確認 ← ③受付日時の連絡
↓ （簡素化対象業者である旨の連絡）

⑤受付準備（追加持参書類等の確認）
↓

⑥受付対応 → ⑥受付・審査
（追加確認書類等持参） ← （追加項目確認）

※経営事項審査の対応終了。
　 ただし、結果通知の作成までに不整合項目等が確認されれば、従来どおりに随時の
　 確認を行います。


